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○二本松市重度心身障がい者医療費の給付に関する条例施行規則 

平成17年12月１日規則第82号 

改正 

平成18年３月29日規則第７号 

平成18年３月31日規則第13号 

平成20年３月26日規則第５号 

平成21年９月30日規則第32号 

平成22年７月12日規則第35号 

平成28年３月４日規則第13号 

平成30年９月28日規則第31号 

二本松市重度心身障がい者医療費の給付に関する条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、二本松市重度心身障がい者医療費の給付に関する条例（平成17年二本松市条

例第106号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（受給者証の交付申請） 

第２条 条例第３条に規定する重度心身障がい者医療費（以下「医療費」という。）の給付を受け

ようとする者は、あらかじめ重度心身障がい者医療費受給者証交付申請書（第１号様式）を市長

に提出するものとする。ただし、市長が必要と認めた場合は、本人に代わってその保護者が申請

することができる。 

２ 前項の申請には、次に掲げる書類を添えなければならない。 

(１) 条例第２条第２項に掲げる医療保険各法の規定による被保険者証又は組合員証 

(２) 身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳 

(３) 福島県重度障がい者支援事業費補助金交付要綱（平成10年５月19日付け福島県保健福祉部

長通知）に基づく補助金の交付の判定のための前年（次条に規定する受給資格者証の有効期間

の始期が１月１日から７月31日までの間にある場合は、前々年）の所得及び市町村民税の課税

の状況を確認できる書類又は同意書（第１号の２様式） 

(４) その他市長が必要と認める書類 

３ 前項各号に掲げる書類は、その内容を市長が確認できるときは、市長はこれを省略させること

ができる。 

（受給者証の交付） 
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第３条 市長は、前条に規定する申請に基づいて医療費の給付を受けることができる者であること

を確認したときは、申請者に重度心身障がい者医療費受給者証（第２号様式。以下「受給者証」

という。）を交付するものとする。 

２ 前項の受給者証の資格取得日は、市長が交付決定をした日の属する月の翌月の初日（交付決定

をした日が月の初日であるときは、その日）とする。 

（受給者証の更新） 

第４条 受給者証の更新は毎年行うものとし、更新期日は８月１日とする。 

２ 受給者証の交付を受けている者（以下「受給者」という。）は、毎年１回市長の定める期間内

に受給者証に第２条第２項各号に掲げる書類を添え、これを市長に提出して引き続き医療費の給

付を受けることができる者であることの確認（以下「受給資格の確認」という。）を受けなけれ

ばならない。 

３ 前項の規定にかかわらず、第２条第２項各号に掲げる書類は、その内容を市長が確認できると

きは、市長はこれを省略させることができる。 

４ 市長は、第２項の規定により受給資格の確認をしたときは、遅滞なく、これを更新して、受給

者に交付しなければならない。 

５ 前項の規定により更新を行った場合において、その更新を受けない受給者証は、無効とする。 

（受給者証の再交付） 

第５条 受給者は、受給者証を破損し、又は失ったときは、重度心身障がい者医療費受給者証再交

付申請書（第３号様式）を市長に提出して再交付を申請することができる。 

２ 受給者証を破損した場合の前項の申請には、同項の申請書に、その受給者証を添えなければな

らない。 

（変更の届出） 

第６条 受給者は、次に掲げる場合は、速やかに重度心身障がい者医療費受給者証変更届書（第４

号様式）に受給者証及び第２条第２項各号に掲げる書類を添えて市長に届け出なければならない。 

(１) 氏名を変更したとき。 

(２) 市の区域内で居住地を変更したとき。 

(３) 保険に関する事項に変更があったとき。 

２ 前項の規定に関わらず、第２条第２項各号に掲げる書類は、その内容を市長が確認できるとき

は、市長はこれを省略させることができる。 

（受給者証の返還） 
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第７条 受給者は、次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、速やかに重度心身障がい者医

療費受給者証返還届書（第５号様式。以下「返還届書」という。）に受給者証を添えて市長に届

け出なければならない。 

(１) 条例第２条第１項に規定する重度心身障がい者でなくなったとき。 

(２) 市の区域内に住所を有しなくなったとき。 

２ 前項の届出は、受給者の親族等が代わってすることを妨げない。 

３ 受給者が死亡したときは、戸籍法（昭和22年法律第224号）の規定による死亡の届出義務者が速

やかに第１項の返還届書に受給者証を添えて市長に届け出なければならない。 

（医療費給付の申請） 

第８条 条例第３条の規定による医療費の給付を受けようとする者は、重度心身障がい者医療費給

付申請書（第６号様式）に別表に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（高額療養費支給に係る給付） 

第９条 条例第２条第４項第２号に規定する額は、次の算式により算定した額とする。 

高額療養費の算定方法による世帯合算から控除する算定基準額×条例第２条第４項第１号に規

定する額／高額療養費の算定方法による世帯合算額 

（給付の決定） 

第10条 市長は、第８条の規定により提出された申請書を審査し、医療費を給付すべきものと認め

たときは、給付を決定し、重度心身障がい者医療費給付決定通知書（第７号様式）を申請者に交

付するものとする。 

（口頭による申請等） 

第11条 市長は、この規則に規定する申請書、届書等を作成することができない特別の事情がある

と認めるときは、必要な措置をとることによって申請者又は届出人の口頭による申請又は届出を

もって当該申請書又は届書の受理に代えることができる。 

（処分の通知） 

第12条 市長は、医療費の給付に関する処分をしたときは、文書をもってその内容を申請者又は届

出人に通知しなければならない。 

（補則） 

第13条 この規則に定めるもののほか、医療費の給付に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 
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１ この規則は、平成17年12月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日の前日までに、合併前の二本松市重度心身障害者医療費の給付に関する規

則（昭和49年二本松市規則第８号）、安達町重度心身障害者医療費の給付に関する条例施行規則

（昭和49年安達町規則第４号）、岩代町重度心身障害者医療費の給付に関する条例施行規則（昭

和49年岩代町規則第14号）又は東和町重度心身障害者医療費の給付に関する条例施行規則（昭和

49年東和町規則第17号）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、それぞれこの規則の

相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則（平成18年規則第７号） 

この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の二本松市重度心身障害者医療費の給

付に関する条例施行規則の規定は、平成18年４月１日以後の医療行為に係る医療費の給付から適用

する。 

附 則（平成18年規則第13号） 

１ この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の第６号様式は、平成18年４月１日以後の診療分から適用する。 

附 則（平成20年規則第５号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成20年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の二本松市重度心身障がい者医療費の給付に関する条例施行規則（以下

「改正後の規則」という。）」の規定は、平成20年４月１日以後の医療行為に係る医療費の給付

から適用し、同日前における医療行為に係る医療費の給付については、なお従前の例による。 

３ この規則の施行の際現に改正前の二本松市重度心身障害者医療費の給付に関する条例施行規則

（以下「改正前の規則」という。）の規定により交付されている受給者証は、改正後の規則の規

定により交付された受給者証とみなす。 

４ この規則の施行の際現に改正前の規則の規定により作成されている用紙は、改正後の様式の規

定にかかわらず、当分の間、所要の調整をして使用することができる。 

附 則（平成21年規則第32号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成22年規則第35号） 
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この規則は、平成22年８月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月４日規則第13号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 処分その他の行為についての不服申立てであってこの規則の施行前になされた処分その他の行

為に係るものについては、なお従前の例による。 

３ この規則による改正後の第６号様式は、平成28年４月１日以後の診療分から適用する。 

４ この規則の施行の際、現に作成されている改正前の二本松市重度心身障がい者医療費の給付に

関する条例施行規則第６号様式による用紙は、当分の間、所要の調整を加え使用することができ

る。 

附 則（平成30年９月28日規則第31号） 

この規則は、平成31年４月１日から施行する。 

別表（第８条関係） 

区分 提出（提示）書類 

１ 後期高齢者医療制度の

対象とならない者で高額

療養費に該当する場合 

(１) 国民健康保険法（昭和33

年法律第192号）適用者 

高額療養費支給に関する確認書

（第６号様式） 

(２) (１)以外の医療保険各法

適用者 

高額療養費支給決定通知書（又は

高額療養費の積算基礎を明らか

にした書類） 

２ 後期高齢者医療制度の対象とならない者で高額療養費に

該当しない場合 

高額療養費支給に関する申立書

（第６号様式） 

３ 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者が、入院

に係る費用の給付申請をする場合 

重度精神障がい者の入院治療に

係る保健診療証明書（第６号の２

様式） 

第１号様式（第２条関係） 
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第１号の２様式（第２条、第４条、第６条関係） 
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第２号様式（第３条関係） 
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第３号様式（第５条関係） 
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第４号様式（第６条関係） 
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第５号様式（第７条関係） 
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第６号様式（第８条関係） 
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第６号の２様式（第８条関係） 
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第７号様式（第10条関係） 
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